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無形資産の概念 とその会計処理
照 屋 行 雄
1問 題 の所 在 一 無 形 資 産 の 情 報 有 用 性
最近,企 業の有 す る無形資産 の重 要性 が認 識 され,無 形資 産(イ ンタンジ
ブルズ)に 対 す る情報要求 が投資者等利 害関係者 の間で高 まってい る。 これ
には次 の ような背景 も しくは流 れがあ る とみ られる。
第1に は,企 業 の経営 戦略 におい てイ ンタンジブルズ戦略へ の シフ トが認
め られ る とい うこ とで あ る。 経済 の ソフ ト化 や グローバ ル化,さ らにはIT
(情報技 術)革 命 の進展等 の経 営環 境 の変化 に伴 ってT企 業 の経営 戦 略が,
従来 の物 的資源 や財務 的資源等 の有形資 産 中心 の戦略 か ら,人 的資源や知 的
く　 の
資源等 の無形資 産 中心の戦略へ とパ ラダイム ・シフ トしつつ ある。
第2に は,バ リュー ・ドライバー としての無形資 産の重要性 が高 まってい
る とい うこ とで ある。企業 の競 争力やマ ーケ ッ トシェアの重要 な源泉 もし く
はバ リュー ・ドライバ ー(企 業価 値 の決定 要因)と して,従 来 は有形資 産 の
規模 が重視 されて きたが,今 日ではむ しろ無形 資産 の形成 とその認識 に よっ
　の
て企業価値 を説 明す るウェイ トが高 くなってい る。
この ような状 況 に対 して,無 形資 産 に関す る従来 の会計 的取 り扱 い はr利
害 関係 者 の情報要 求 を十分 に満足 させ る もの となってい ない。多 くの場合,
無形資 産 はオフバ ランス項 目 として処理 され,情 報利用 者 に対 してデ ィス ク
ローズ される ことが ないのであ る。無形資産 の取 り扱 いに関す る会計上 の難
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しさは,次 の ような理 由 による もの と理解 される。
i企 業価値 評価 に当 た って は,有 形資産 を利用 す るこ とが客観 的で有用
である と考 えられ るこ と
ii有 形資産 に比べ て,無 形資産 の会計上 の認識 と測定 が困難 であ る と認
め られ る こと
iii無 形資産 に対 する投 資 はハ イ ・リス クを伴 うこ とが多 いため,オ ンバ
ランス化 を避 ける会計選択が 求め られ る こと
iv無 形 資産が もた らす将 来の経 済的便益 の発生可 能性 につい ては,高 い
不確実性 の下 にあ る とみな される こと
本稿 では,企 業価 値形成 の貴重 な経営 資源 と して利 害 関係 者の関心 を高 め
てい る無形資産 について,そ の認識 と測定 に関す る会計上 の理論 的問題 と制
度 的課題 を考察す る こ ととす る。論述 の展 開 に当 たっては,ま ず,無 形 資産
の意 義 とそ の特性 を検討 し,次 に,現 行 の会計 基準 につい てアメ リカ,国 際
会計基準 お よび 日本 の無形資産 に関す る会計 を明 らか にす る。 そ して,無 形
資産会計 の理論 的 な問題 を析 出 して考察す る と ともに,無 形 資産会計 の制度
的な課題 を整理 して吟味す る こととする。
2無 形 資 産 の 会 計 的 性 格
(1)無 形資産 の意義
無 形資産(intangibleassets)と は,一 般 に有 形資産 に対 す る用語 であ る
が,貨 幣性資 産以外 の もの を指 して使 われてい る。従 って,資 産 の分類 か ら
す れ ば,厳 密 には有 形固定 資産 に対 す る無形 固定資 産 とい うこ とになるが,
ここでは広 く無形資 産 として扱 うこととす る。
無形資 産 につい て,久 野秀雄教授 は,「 ① 具体 的 な物件 ・具象 的財 貨 で は
ないが,当 該企業 に とって将来引 き続 いて役 に立 つ と考 え られる もの,② 収
益力 ない し超 過収益 力 の期待 価値,③ 機 会原価(opportunity-cost)が 零 で
　む
あ る こ と」 と定 義 し て い る。 ま た,若 杉 明 教 授 は,「 無 形 固 定 資 産(intangible
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fixedassets)と は,具 体 的 な形態 を有 しない,す なわ ち無体 の固定資 産 で
あ り,有 形 の固定資産 たる有形 固定資産 に対 す る ものであ る。無形 固定資産
には,① 法律 上 の権利 を構成 す る もの と② 法律上 の権利 で はな く,事 実上 の
　 らラ
経 済 価 値 を認 め られ た超 過 収 益 力 の 源 泉 とが あ る」 と説 明 して い る 。
この よ うな会 計 学 者 に よ る説 明 が な され て きた と して も,日 本 で の無 形 資
産 に対 す る定 義 も し くは概 念 規 定 は,こ れ まで有 形(固 定)資 産 に比 較 して
必 ず し も明確 に され て い ない とい え よ う。 そ こで,無 形 資 産 に つ い て の理 論
的 な 考 察 を行 う に当 た っ て,国 際 会 計 基 準(lnternationalAccounting
Standards;IAS>の 定義 す る と ころ を参 照 す る こ と とす る。
国 際 会 計 基準(以 下IASと い う)第38号 「無 形 資 産 」 に よれ ば,無 形 資 産
は次 の よ う に定 義 さ れ る 。 す な わ ち,「 無 形 資 産(intangibleassets)と は,
財 ・サ ー ビス の 生 産 も し くは供 給 に使 用 す るた め,第 三 者 へ の貸 与 また は管
理 目的 の た め に保 有 され る物 的実 体 を有 さ ない 識 別 可 能 な非 貨 幣性 資 産 で あ
　の
る」(par.9)と す る。 そ して,こ の定義 に基づ い て無形資 産が資産 として計
上 され る基本 要件 を,識 別可能性,支 配お よび経済 的便益 の3点 と規定 して
いる。
第1要 件 の識 別可能性 は,他 の資 産か らの分離可 能性 や識別 を容易 にす る
法 的権利 の有無 に よって判 断 され る。 また,取 得 とみな され る企業結合 に基
づ く無 形資 産 はのれん と区別 して識別 す るこ とが求 め られ る(pars.10-11)。
なお,法 的権利 の有無 は,識 別 可能性 を判 断す る要件 として絶対 的な必 要条
件 とはなってい ない。法 的権利 が具備 されていれば,識 別可能性要件 を満 た
す十分 条件 と理解 され る。
第2要 件 の支配 とは,企 業が無形資産 か らもた らされ る将来 の経済 的便益
を獲得 す る能力,お よび当該経 済的便益 に対す る第三者 のア クセス を制 限で
きる こ とを意味す る(par.13)。 従 って,企 業が 当該無 形資 産 か らの将来 の
経 済的便益 を,独 占的 に享受 し得 る能力 もし くは状況 にあるか否 かで判 断 さ
れ る ことになる。
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第3要 件 の経 済 的便 益 は,無 形 資 産 か ら もた ら され る将 来 の ネ ッ ト ・キ ャ
ッシ ュ ・イ ン フ ロー(将 来 純 キ ャ ッ シ ュ ・イ ン フロ ー)の 総 計 を意 味 して い
る(par.17)。 経 済 的 便 益 が も た ら され る形 態 は,通 常 は財 ・サ ー ビス の 販
売 ・提 供 に よる収 益 計 上 に伴 うキ ャ ッ シュ ・フ ロ ー の流 入 で あ るが,そ れ 以
外 に原価 の 節 減 な ど各 種 の もの が あ る。
IAS無 形 資 産 の認 識 規 準 を図解 す れ ば,図 表2-1の とお りで あ る 。



































































(2)無 形 資 産 の 特 性
こ こで,無 形 資 産 の 範 囲 を明確 に して お きた い と思 う。 まず,無 形 資 産 は,
ブ ラ ン ド,ノ ウハ ウ(経 営 管 理 シ ス テ ム),顧 客 リス トな どの 知 的 資 源
(intelleCtUalreSOUrCe,も し くは知 的資 産;intellectualassets)と,の れ ん,
借 地 権,電 話 加 入 権 な ど知 的資 源 以外 の 無 形 資 産 に分 類 され る。 無 形 資 産 は
会 計 概 念 で あ り,知 的資 源 は会計 処 理 の 対 象 と な る経 営 資 源 の重 要 な1つ で
あ る。
い ま無 形 資 産 の概 念 も し くは範 囲 を図 示 す れ ば,図 表2-2の とお りで あ
る。
〈 図表2-2無 形 資産 の 範 囲 〉
ブ ラ ン ド、 ノ ウハ ウ(管 理 シス テム)、 顧 客 リス トな ど
のれん、借地権 、
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こ こで 知 的 資 源(も し くは知 的資 産)は,特 許 権,商 標 権,意 匠権 な どの
法 的権 利 を構 成 す る知 的 財 産(intellectualproperty)と そ れ 以外 の もの か ら
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構成 され る と考 える。知 的財 産 は,従 来法律 上 の所有権概 念 に規定 された知
的所有権 よ りも広 く捉 えて,無 形 資産の うち知 的活動 の成果 に対す る法 的 な
財産権 をい う。 この ような知 的財 産 は,そ れ ぞれの根拠 法 に基づ き法 的保護
の対象 となる もので,法 律概 念 として は知的財 産権 と呼 ばれ る。
なお,知 的財 産 と類似 した工業所有権 の用語が使用 され るこ とが ある。工
業所有権(industrialproperty)は,特 許権,実 用新 案権,意 匠権,商 標権
の4つ を指 してお り,こ こでい う知 的財 産 よ り狭 い概念 であ る。現在 の 日本
で法 的保護 を受 ける知的財 産(も しくは知的財 産権)と して は,図 表2-3
　 おユ
に示 す ものが あ る。
次 に,無 形資 産の特性 につ いて考察 す る。そ もそ も無形資 産が他 の有形資
産や金融資産 と異 なる特性 を有す るため に,会 計上 の種 々の困難が生起 して
い る とみ なされ るか らであ る。無形資産 には,少 な くと も次 の ような4つ の
特性 が認め られる。
第1に は,無 形資 産は将来 にお ける経済 的便益 の獲 得が不確 実で ある こと
があ げ られ る。一般 に有形資 産へ の投下 や金融 資産 の利用 か ら もた らされる
将来便益 の見通 しは容易 に行 うことが で きるが,企 業 の収益源 泉 に対 す る投
資 た る性 質 を持 つ無形資産 の効 果 は,不 確実 を伴 う もの である。企業 に とっ
て無形資 産への投資 はハ イ ・リス クを覚悟 しなければ な らない こ とが多 い。
第2に は,無 形資産 はその価 値が所有企業並 び に時の経過 によって変動 す
る性 質 を持 っている とい うこ とで ある。企業 のブ ラ ン ドや ノ ウハ ウあ るい は
人 的組織 の よ うな無形資産 は,多 様 な 目的のため に多 数 の利 用者 によって利
用可 能 な もので あ る。従 って,無 形 資産 は利用形 態 と利用 者 の違い に よ り,
その価値 が多面 的 な性格 とな らざるを得 ない。 また,無 形資産 の利用 と開発
を行 うこ とによって,そ の価値 は所 有企 業 と所有 時期 に よって可変 的 とな り
うるのであ る。
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〈図表2-3知 的財産(権)の 種類 〉

















(製造技術 、顧 客 リス ト等)
半導体集積 回路 半導体 集積 回路 の
回路装置 に関す る
法律
著作物(小 説、音楽、映画 、 ソフ トウェア等)・ ・著作権法









地理的表示(例 、 ス コッチ、 シ ャンパ ン等)・ … 不正競争 防止 法、
商標法 、酒税 の保
全 及 び酒類 業組合
等 に関す る法律
第3に は,無 形資 産価値 の客観 的評価 が困難 で,多 くの場合 主観 的 にな ら
ざる を得 ない とい う事情 をあげ るこ とがで きる。上 に示 した ように,そ もそ
も無形資産 はその所 有企業 や保有 時期 に よって多面 的 ・個別 的性質 を持 って
い るが,し か も多 くの場合 無形資 産 につ いて の取 引市場 が発 達 してい ない。
この ような状況 にお いては,無 形資 産の公 正 な市場価値 を測 定す る ことは難
しく,主 観 的評価 に依存せ ざるを得 ない点が特徴 的であ る。
第4に は,無 形資産 に対 す る当該企業 の支配 が困難であ り,将 来 の経済 的
便益 を独 占的に享受 で きる保証 が ない点 であ る。有 形資 産の場合,そ の利用
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形態 とそれか らもた らされ る経 済的便益 は,所 有企 業が定め た特定 の利用 目
的 に結 びつい てい るため,当 該企業 が独 占的 に享受 す るこ とが容 易 であ る。
しか しなが ら,無 形資産 について は,将 来 の経済 的便益 に対 す る第三者 のア
　の
クセス をか な りの程 度制限す る ことは容易 で はない。
3無 形 資 産 の 会 計 基 準
(1)ア メ リカの 無 形 資 産 会 計
① 資 産 の認 識 基準
ア メ リカの 会 計 基 準(一 般 に公 正 妥 当 と認 め られ る会 計 基 準;GAAP)で
あ る財 務 会 計 基 準(StatementofFinancialAccountingStandards;SFAS,
以 下SFASと い う)は,会 計 上 の 資 産 を次 の よ うな認 識 基 準 に基 づ い て概 念
　 　ラ
規 定 してい る。す な わ ち,「 資 産 は,過 去 の取 引 または事 象 の結 果 と して,
あ る特定 の実体 に よ り取得 また は統制 されてい る,発 生の可能性 の高 い将 来
の経 済 的効 益 で ある」(par.25)と 定義 す る とともに,そ の資 産の本 質 的特
徴 として,次 の3要 件 を挙 げてい る。
i将 来の経 済的効益
すべ ての経 済的資源 が有 す る共通 の資産性 は,用 役潜 在能力 も しく
は将 来の経 済的効益 であ る。最終 的 には企業へ の将来純 キ ャッシュ ・
イ ンフロー となって発 生す る(pars.28-一 一31およびpars.172--175)。
ii特 定 の実体 による統制
特定 の実体 が当該資 産 か ら得 られ る経 済的公益 を獲得 す るこ とがで
き,そ して,他 の実体 が 当該効益 に接 近す るこ とを統制 で きる もので
なけれ ばな らない。 そ こでは,特 定 の実体 に よって当該 資産 の保 有,
売却お よび利用が 自由 に行 えるこ とにな る(pars.183‐185)。
なお,こ の場合特定 の実体 に よる将来 の経 済的効 果 の統制 は,法 的
権利 に大 き く基礎 をお くが,実 質的 に統制 の能力 が確保 され れば,当






過 去 の取引 または事象 の発生
将来 の経済 的効益 に対 す る実体 の権利 また は統 制力 を付 与す る取引
その他 の事象 がす で に発 生 してい る ことが必 要であ る。 これは,将 来
の経済 的効益 を もた らす現在 の潜在能力 のみが資 産で あ り,そ れ らは
当該実体 に影響 を与 える取引 その他 の事 象 または環境要 因の結果 とし
て特定 の実体 の資 産 となる(pars.191-192)。
企業 の資産 に関す る上記 のSFACの 認識基 準 は,有 形資産 ・無 形資産 を問
わず すべ ての資 産 に適用 され る。 なぜ な ら,SFACは アメ リカにおけ る財 務
会計 基準(SFAS)そ の もので は ないが,個 々の財務 会計基準 で規定 され る
会計基礎概 念 を説明 した ものだか らであ る。 これ までの無形 資産 に対す る会
計基準 の対 応 は,こ の資産概念 に照 らして無形資産 の要件 が ネガテ ィブ評価
されて きた ことを物語 る ものであ る。
②無 形資産 の会計処理
まず,無 形資産 の重 要 な要素 である知 的財 産 に関係 す る研 究 開発費 の会計
　 　の
につ いて は,SFAS第2号 「研 究 開発 費 の会計」 に規定 されてい る。 この基
準 に従 えば,特 定の例外 的 な研 究 のための支出以外 は,原 則 として全 額支 出
のあ った期 の期 間費用 と して取 り扱 うこ ととなってい る(par.8(a))。 研 究
開発 に より取得 した 自己開発 の無形 資産 は,現 行基準 で は資 産計 上が認 め ら
れていないので ある。
ただ し,外 部 か ら購 入 された新 製 品の製造技術 や新生 産方法 な どについて
は,後 述 す るSFAS第141号 の適用 が あ る場 合 を除 き,他 へ の転 用不 能 な特
定 目的の研 究 開発支 出 は暖簾 の一部 と して無形 資産計上がみ とめ られ るこ と
となった。
次 に,無 形 資 産 に つ い て は,従 来SFAS以 前 の会 計 基 準 で あ るAPB
(AccountingPrinciplesBoard;会 計原則審議 会)オ ピニオ ン第17号 で,購
入 のれ んを資産 として計上す る こ とを求め,そ の場合40年 を上限 として定額
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法で償却す る ことを義務 づ けていた。 しか しなが ら,APBオ ピニオ ン第16号
「企 業 結合 」 お よびAPBオ ピニ オ ン第17号 「無 形 資産 の会計 」 を改訂 した
SFAS第141号 「企 業結合」お よびSFAS第142号 「のれ ん とその他 の無 形資 産」
におい ては,の れ ん とその他 の無形 資産 の計上 について,次 の ような重 要な
　 ユ　ラ
改正 が行 われてい る。
i企 業結合 にお ける会 計処理 をパ ーチ ェス法 のみ に限定す る(SFAS第
141号)。
ii取 得 した資産 お よび負 債 は,時 価(公 正価値)評 価 しな けれ ばな らな
い。必 要 に応 じて第 三者 に よる鑑 定評価 を行 う。
iii企 業結 合 に よ り取得 した無形資産 は,の れ ん とは区別 して時価 に よっ
て資 産計 上 しなければな らない。 この場合 の無形資 産 は,契 約上 の また
は契約 の有 無 に関係 な く,法 律 で保 護 されてい る権利 で ある ことを原則
とす るが,必 ず しも法的権利 である必 要 はない。
ivの れ んお よびその他 の無形資 産で償 却年数が永久 と認 め られ る項 目は
非償 却 とす る。 この場 合,毎 決算期 に減損 テス トに基づ く減損 処理 を行
わなけれ ばな らない。 またJ耐 用年数 のあ る無形資産 は,償 却期 間の上
限 を設 け ず 一 定 の 方 法 で 償 却 す る。 なお,無 形 資 産 の 減損 処 理 は,
SFAS第121号 「固定資産 の減損 会計」 に従 って行 うこ とになる。
(2)国 際会計基準 お よび 日本 の無形資 産会計
① 国際会計 基準
国際会計基 準(IAS)で は,先 に述べ たIAS第38号 に規定 す る資産 の定義
並 び に資産 認識 の3つ の基本 要件 に適合す る こ とが,無 形資 産 を含 むすべ て
の資産 に求 め られ る。従 って,無 形資 産の認識 に当た って は,ま ず,資 産 の
定義(par.9)を 満 た し,識 別可能性(pars.10-11),支 配(par.13)お よび
経済 的便益(par.17)の3要 件 に適合 す るこ とが必要 であ る。
そ の」二でIAS第38号 は,無 形資産 の貸借 対照表へ の計上 要件 として,次 の
　 ユ　
2つ の 要 件 を 定 め て い る 。
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i当 該無形 固定資 産 に帰 せ られ る将来 の経 済的便益 が企業 に もた らされ
る可能性が高 い こ と
ii当 該無形資 産の原価 を信頼性 をもって測定で きる こ と
例 えば,研 究活動 のための支 出は,当 該支出 によ り将来 の経 済 的便益 が企
業 に もた らされ る可能性 が低 いため,発 生 した時点 で全額費 用処 理 され るの
に対 して,開 発 活動 に伴 う支 出 は,当 該支 出に よ り将来 の経 済 的便益が企業
に もた らされる可能性が高 いため,他 の一定 の基準 を満 た した場合 に,発 生
した時点で無形資産 と して認識 され る。
一方
,後 述す る ように,IAS第38号 はいわ ゆ る自己創 設 のれ んを資産 とし
て計上す る ことを認 めてい ないが,そ れは企業 に よって支配 され る識別 可能
な資産 ではない とい うこ とと,原 価 で もって信頼 しうる測定が で きないか ら
であ る とい う理 由 による。
さて,の れ んお よび その他 の無形 資産 の認識 つ いてのIASの 規定 は,次 の
ようにな ってい る。
i取 得 とみ なされ る企業結合 によって生 じるのれんは,資 産 として認識
　 エ　コ
しなければ な らない。 これ は,取 得 日現在 の原価が被取得 企業 の公正価
値評価 に基 づ く持分 を超過す る金額 で取得 した場合 には,そ の差額 をの
れん として資 産計 上 しなければ な らない こ とを求め た ものであ る。
ii取 得 とみ な され る企業結合 に よって認識 され る無 形資 産 は,の れ ん と
は区別 して識別 され,公 正価値 評価 に よ り資産計上 す る ことが求 め られ
る。公 正価値 は売買市場 での市 場価 格 であ るが,そ れが得 られない場合
には直近の類似 価格 もしくは第三者 に よる鑑定 評価 を利 用す る こ とがで
きる(IAS第38号pars.28-29)。
iii自 己創設 の れ んは資 産 と して認 識 して は な らない(同par.36)。 自己
創 設 のれん につい ては,識 別可能性 と支配要件 を満 た さず,し か も当該
原価が信頼性 を もって測定 で きない とい う理 由に よ り,資 産計 上 を禁止
されている。
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iv研 究 開発 支出 につい ては,研 究 に係 る支出 はその発生 時点で期 間費用
と して処理 し(同par.42),開 発 に係 る支 出 は一定 の基準 を満 たす支 出
に限 って無 形資 産 と しての計 上 を求 め てい る(同par.45)。 開発 支 出 の
資 産認識 に当た っては,技 術 的実行可能性 や完成 も しくは利用 の意図 な
ど6項 目の立証事項 を規定 してい る。
vの れ んはfそ の有効期 間にわたって,規 則的 に定額法 で償却 しなけれ
ばな らない(IAS第22号par.43)。 また,無 形資産 の償 却可 能価額 は,最
善 の見 積 も り耐 用年 数 にわ た り,組 織 的 に配分 され なけれ ば な らない
(IAS第38号par.79)。 のれ んお よび無形資 産 の償却 期 間 は,原 則 と して
20年 を超 えて はな らない としている。IASは 無形資 産 について永久 の耐
用年数 を認 めてい ないので,非 償却 とい う処 理 は採用 で きない。
viの れんお よびその他 の無形資 産の資産計上後 は,毎 決算期 に減損 テス




日本 の会計基準 におけ る無形 資産 に関す る規 定 は,か な り限定 的で あ り,
またrそ の多 くは貸借対照表 にお ける表示分類 に関す る事 項 である。従 って,
これ までみ て きたア メ リカ会 計基準SFASや 国際会計 基準IASに お ける無 形
資産 の会計基準 の ような厳密 な規定 はない。
企業会計原則 には,資 産 の認 識基準 につ いて は規 定 されてい ないが,第 三
の四(一)Bに,「 営 業権,特 許権,地 上権,商 標 権等 は,無 形 固定資 産 に
属す る もの とす る」として,無 形資産 に属 す る資産項 目の例示 を行 ってい る。
そ して,営 業権 につい ては,有 償 で譲受 けまたは合併 によって取得 した もの
に限 り貸借対照表 に資産計 上 で きる と してい る(企 業会計原則注解 の注25)。
無形 固定資産 の貸借対 照表へ の計 上金額 お よび記載方法 につい ては,次 の
ように規定 してい る。
「無形固定資産 は,当 該 固定資産 の有効期 間にわた り,一 定 の減価償 却 の
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方法 に よって,そ の取得原価 を各事 業年度 に配 分 しなけれ ばな らない」
(第三 の五)
「無形 固定資産 について は,当 該資産 の取得 のため に支出 した金額 か ら減
価 償却 累計額 を控 除 した価額 を もって貸借対 照表価 額 とす る」(第 三の
五E)
「営業権 は,・ … 毎期均 等額 以上 を償 却 しな ければ な らない」(注 解
の注25)
「無形 固定資産 については,減 価償 却額 を控 除 した未償却残 高 を記 載す る」
(第三の四(一)B)
また,研 究開発 に係 る支出 に関 しては,研 究 開発費等 に係 る会計基準 に基
づ き,次 の ように処 理 され る。
i研 究 開発 費 は,す べ て発生 時 に費用 として処理 しなければ な らない。
iiソ フ トウェア制作費 の うち研 究 開発 に該 当す る部分 も研 究 開発費 と し
て費用 処理す る。
iii研 究 開発費 に該 当 しない ソフ トウェア制作 費で あって,市 場販 売 目的
お よび 自社利用 目的の ソフ トウ ェア につい ては,一 定 の条件 を満た した
場合 に資産計上 す るこ とを求 めてい る。
次 に,証 券取引法 に基づ く財務 諸表等規則 お よび財務 諸表等規則 ガイ ドラ
インに よれ ば,貸 借対照 表の資産区分 に記載 され る無形 固定資産 は,次 の よ
　 　ラ
うな項 目か らなる。
i営 業権ii特 許権iii借 地権
iv商 標権V実 用新案権vi意 匠権
vii鉱 業権Vlll漁 業権ixソ フ トウェア
xそ の他 これ らに準 ず る資 産
ア 水利権 イ 版権 ウ 著作 権
工 原 画権 オ その他
なお,日 本 にお ける固定資産 の減損認識 とその会計処理 に関 しては,固 定
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資産 の減損 に係 る会計基準 に従 って実施 され るこ とになってい る(企 業会計
審議i会,2002年8月9日 公表)。
4無 形 資 産 会 計 の 本 質 的 課 題
(1)自 己創 設無形資産 の資産認識
これ までの論述 で明 らか な ように,ア メ リカ会計 基準 や国際会計基準 にお
いて は,取 得 とみな され る企 業結合 に よって発 生す る無形資産 は,の れ ん と
区別 して認 識 しなければ な らない とす る会計基準 が確立 す る に至 ってい る。
そ こでは,無 形資産 の認識基準 もし くは計上要件 を明確 にす る とともに,資
産計上後 の減価償却 お よび減損損 失 の処理 につい て も規定 してい る。
しか しなが ら,有 形資 産や金融資産 と異 な り,無 形資産 固有 の資産特性 か
らもた らされる本 質 的 な課題 が認 め られ る。 この ような課題 を整理 す れば,
基本 的 にはr① 無形資産 の認識基準 に関す る もの,② 無形資産 の評価 方法 に
関す る もの,お よび③ 無形資産 の開示形態 に関す る もの,の3つ の課題 とい
うことになる。本 章で は,こ れ らの3つ の課題 について論 点 を明 らかにす る
とともに,今 後 の展 開の方 向につ いて考察 したい と思 う。
まず,無 形資 産 の認識 基準 につ いて は,こ こで は2つ の論 点 を提起 す る。
す なわ ち,1つ は,買 入無形資産 の経済価値 の永続 性の問題,2つ は,自 己
創設無形資 産の計上要件 の問題 であ る。
前述 の とお り,ア メ リカFASBはSFAS第142号 におい て,取 得 とみ な され
る企業結合 によって資産認識 したのれん につい て,償 却年数 が半永 久的 と認
め られる場 合 には非償 却 とす る ことを規 定 してい る。 これ は,FASBが の れ
んについ て,将 来 の経済 的便益 を もた らす潜在 能力 を半永久 的 に維持 す る と
の考 え方 を認 め た ことと解釈 で きる。
買 入 のれ んの価値 が取得 後 も維持 され るこ とについ て,伊 藤邦雄 教授 は,
「それ は,企 業結合 後 の追加 的 な投資(例 えば広 告宣伝 や顧 客 サ ー ビス に対
す る支 出)に よってのれ んの価値 が維持 され てい るのである」 と説明 して い
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ぐ　 ユリ
る。 こののれん についての解 釈 は,同 時 にのれ ん以外 の無形資 産の価値 の永
続性 の問題 を考 える上 で も重要 なフ レー ムを提 供す る ことになる。
次 に,IAS(国 際会計基準)第38号 におい ては,自 己創設 のれ んは資産 と
して認 識 して はな らない とされ てい る(par.36)。 自己創 設 の れん につ いて
は,識 別可 能性 と支 配 の要件 を満 た さず,し か も当該原価が信頼性 を もって
測定 で きない とい う理 由に よ り,資 産計上 を禁止 してい るのであ る。
ところが,先 のアメ リカSFASNo.142に お けるのれんの非償却 規定 は,企
業結合 後の追加投資 に よる自己創 設のれ んの計上 につ なが る考 え方 を導入 し
てい る。事 実,FASBも,企 業 がのれ んの総価 値 を半永 久的 に維持 す る こ と
がで きるのであれば,買 入のれ んの価値減耗分 が 自己創 設 のれん に取 って代
くア　エs)
わ られている と考 えるのが適 切で ある と認 めてい る。
IASに おいて は 自己創設無 形資産 の計 上が禁 止 されてい るが,こ の アメ リ
カ会計基準 にお ける 自己創設 のれんの限定的 な容認 は,無 形資 産 の認識 に関
す る理論 的 な課題 を考察 す る上 で重要 な意義 を持 ってい る と理解 される。そ
こで,自 己創設無形資産 の認識 に当 たって理論 的 に解 決 しなければな らない
課 題 は,次 の3点 に要約 で きる。
i当 該無形資産へ の支出額 を識別 し,評 価 で きるこ と
ii支 出の効 果が及ぶ将来 の利用年数 を特定 で きるこ と
iii企 業全体 の発展 に関連 しない特定項 目へ の支 出で あ るこ と
(2)無 形資産 の評価 方法
無 形資産 の評価 アプ ローチ としては,一 般 に,① 残差 評価 アプローチ と②
独 立評価 アプ ロー チの2つ があ る。残差評価 ア プローチ は,貸 借対 照表上 の
純資産 を株価 な どで計算 した時価総額 か ら簿価 総額 を控 除 した残額 を もって
無形資産 とす る考 え方で ある。
この方法 は,市 場 が企 業 の価値 を評価 す るので客観性 があ り,計 算 も比較
的簡単 であ るため採用 されやすい。反面,の れん,ブ ラ ン ドな ど個別 の無形
資産 の評価 が 困難 である とい う重大 な問題 点が ある。
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これに対 して,独 立評価 アプローチは,無 形 資産 を構 成す るのれんや ブラ
ン ドな ど個 別 の資産項 目を独 立 して評価す る考 え方であ る。 この独立評価 ア
プローチ には,次 の3つ の方法が考 え られる。
iコ ス ト ・アプローチ
iiマ ーケ ッ ト ・アプローチ
iiiイ ンカム ・アプローチ
コス ト ・アプ ローチは,当 該無形資産 の形成 に要 した支 出額 を基礎 として
評価 す る方法で あ り,歴史 的原価 アプローチ と取替原価 ア プローチ とが ある。
また,マ ーケ ッ ト ・アプ ローチ は,実 際 に市場 において成立 した類似 の無形
資産 の売買価 格 を基礎 に,当 該無形 資産 の評価 を行 う方 法 であ る。 そ して,
イ ンカム ・ア プローチ は,無 形資産 が もた らす将来 の純 キ ャ ッシュ ・イ ンフ
ローの割引現在価値 を もって,当 該無形資産 の評価額 とす る考 え方 であ る。
無形資産 の評価方法 として最 も適切 で,し か も信頼 性 をもってその価値 を
評価 で きるアプ ローチが採用 され なければな らない。無形資産 とりわけ 自己
創設無形 資産 は,支 出原価 とその価 値の対応 関係 が不 明確 で あ り,不 安定 で
ある。
一・方
,無 形資産 の本質的特徴 はその個 別性 または差別性 にあ り,類 似 の無
形資 産評価 が どの程度正確 に当該無形 資産 の公 正価値(フ ェア ・バ リュー)
を示 すの か不確実 である。
従 って,こ こでは無形資産 の評価 アプ ローチ と して,イ ンカム ・ア プロー一
チが適切 で ある ことを指摘 してお きたい と思 う。
この場合,市 場価 格お よび第三者 鑑定評価 が得 られ なけれ ば,公 正価値評
価 の方法 と してrア メ リカFASBのSFACNo.7に 規 定 す る将来純 キ ャ ッシ
ュ ・イ ンフローの割 引現在 価値 を持 って評価 す るアプローチの導 入が求め ら
　 　ラ
れ る こ とに な る。
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5無 形 資 産 会 計 の 展 望
無形資産 に関す る情報 開示要求 の高 ま りは,現 行 の財務 報告 の充実 も しく
はそ の有用性低 下 を背景 としつつ,主 に次 の よ うな理 由に よる もの と考 え ら
れる。
i企 業価値 の決定要 因 となる無形資産 の オ ンバ ランス化 によ り,企 業 の
収益 力 の源泉 が正 し く理解 で きる ように なるこ と
ii無 形 資産やそ の重要 な構成項 目であ るブ ラン ド価値情報 の有用性 に関
す る実証 的研 究が進展 している こと
iii無 形資産 のオ ンバ ランス化 に よって,株 主 ・債権 者等外 部利害 関係者
との 間の 「情報 の非対称性」 が解消 され る こと
iv株 式移転制度 や企 業組 織再編等 に伴 う=連結経 営 におい て,ブ ラン ドを
中心 とす る無形資 産の評価 のあ り方が問題 とな ってい るこ と
無形資 産のオ ンバ ラ ンス化 に当た って は,幾 つか の重要 な理論 的問題 や制
度 的課題 が残 されてい るが,企 業 の行 うデ ィス クロージ ャーの充 実 と企 業価
値 の適正 な評価 を確 保す る上 で,無 形資 産 と りわけ 自己創設 無形 資産 の真実
かつ公正 な会計 処理が重 要 となってい る。無形資産会計 の一層 の研究 と制度
化 への努 力が求 め られてい る。
注
1ア メ リカ に お け る無 形 資 産 投 資 並 び に企 業 価 値 に対 す る 影 響 の 重 要 性 に つ
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